
資料２：民間企業における東日本大震災における対応と
現時点の防災に関する取組

①民間企業における東日本大震災における対応と
現時点の防災に関する取組

②企業間のBCP/BCM連携の強化に向けて(経団連政策提言)



①非常時に備えた事前対応～②発災直後の対応

フェーズ 企業Ａ（石油系企業） 企業Ｂ（石油系企業） 企業Ｃ（セメント系企業） 企業Ｄ（鉄鋼系企業）

①非常時に備えた
事前対応（全般）

・石油連盟主導の共同防災訓
練に参加、他社と情報共有
・事故発生時には企業間で消
防車が応援(コンビナート保
安防災協議会)
・地震観測等の気象情報は自
社で把握
・施設の耐震対策を7年程度で
優先順を付けて実施中
・非常用防災備品の配備

・石油連盟主導の共同防災訓
練に参加、他社と情報共有
・首都直下地震や南海トラフ地
震の最大津波を想定し、人命
と設備防護のため事業所の
高層化などを実施

・事業継続計画（BCP）の策定
を推進

・安否確認や避難場所は会社
全体で設定
・携帯/スマホによる安否確認
システムを整備
・避難路、避難場所の確保及
び避難訓練の繰り返し
・非常用生活物資(3～4日分の
食料と1週間分の燃料)確保
・社員及び家族の安否確認用
データ整備

②発災直後の初動
対応

・本社・現業所において震度6
弱以上で災害対策本部設置
・安否確認、情報収集及び通
信手段の確保
・災害時石油供給連携計画に、
発災時の対応を規定
・24時間以内の、被災製油所
からの出荷目標を設定
・震災対応サービスステーショ
ンの整備
・配車センター機能停止時の
体制整備

・地震後14分で対策本部を設
置し安否確認等を実施
・3/12に石油連盟陸運専門委
員会で供給計画の打合せを
実施
・サービスステーション営業再
開の支援
・災害時石油供給連携計画に、
発災時の対応を規定
・揮発油、灯油、軽油、Ａ重油、
ＪＥＴ燃料を対象に出荷機能
回復目標を設定

・津波警報発令で設備は一括
停止（津波注意報は停止でき
るよう待機）
・震災翌日に外観の被災状況
を確認

・震度5弱以上での操業中止
ルール（3.11当時は震度4）
・工場内の機械部は整備部隊
により状況確認
・安否確認の所要日数は構内
で翌日、所内で3日程度
・食料の搬入は4日目
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①民間企業における東日本大震災における対応と現時点の防災に関する取組

赤字：東日本大震災時の対応，青字：現時点の対応

① 石油系企業は石油連盟主導の共同防災訓練の参加や、近隣他社と２次被害防止の連携した取り組みを実
施。セメント系企業や鉄鋼系企業では他社との連携は確認されなかった。

② 石油系企業では、「石油の備蓄の確保等に関する法律」に基づく災害時石油供給連携計画の策定、燃料出
荷目標の設定等の事前対応がとられている。
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③被災後の機能維持に関する対応～④行政への要請

フェーズ 企業Ａ（石油系企業） 企業Ｂ（石油系企業） 企業Ｃ（セメント系企業） 企業Ｄ（鉄鋼系企業）

③被災後の機能維
持に関する対応

・データセンターのバックアップ
構築
・災害時に東京湾の製油所・
油槽所が被災した場合は首
都圏以外の複数拠点から供
給することを想定

・災害時に東京湾の製油所・
油槽所が被災した場合は首
都圏以外の複数拠点から供
給することを想定

・発電所が破壊され公共電力
を使用
・重油輸送のために公共岸壁
を使用
・電気図面が津波で流出し復
旧は図面作成から実施
・災害廃棄物の不燃物は原
料・土工資材に分類し再利用
・瓦礫処分の受入れ

・他工場被災時における当該
工場のカバー範囲は未検討
・全社応援のバックアップ
・資機材メーカー、工事業者等
からの全国的な支援
・廃棄物処分等の分散

④行政への要請 ・港湾BCP協議会への石油業
界の参加
・航路、鉄道、道路等の被災、
復旧状況の共有化

・長大トンネル、水底トンネルを
通行可能とし、ルート設定を
円滑に行うことが必要

・県を跨ぐ運搬の規制緩和

赤字：東日本大震災時の対応，青字：現時点の対応

①民間企業における東日本大震災における対応と現時点の防災に関する取組

③ 本社・他事業所等のバックアップなど、企業ごとにある程度の対策は講じられているものの、①及び②でみら
れた同業他社と連携した取り組みや被災後の機能回復について、具体的な検討はなされていない。

④ 規制緩和への要望に加え、港湾ＢＣＰ協議会への参加といった要望がなされた。
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②企業間のBCP/BCM連携の強化に向けて(概要)

○ 一般社団法人日本経済団体連合会は、２０１４年２月１８日に政策提言「企業間のＢＣＰ／ＢＣＭ連携の強化
に向けて」を公表。

○ 「企業間連携はいまだ途上」であり、①サプライチェーンを構成する企業間、②地域内、③業界内のそれぞれ
の連携の重要性を指摘。

資料：日本経済団体連合会
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②企業間のBCP/BCM連携の強化に向けて(概要)

資料：日本経済団体連合会

○ 行政に求められる取り組みとして、「ＢＣＰ／ＢＣＭの策定支援」、「リスクコミュニケーションの徹底」、「行政の
有する防災・減災にかかる情報のオープンデータ化の推進」を提言。


